
 

 

  

 

   

    
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

 2023年 4月 5日 

【連絡先】 国民民主党茨城県第 5 区総支部（浅野さとし事務所） 

https://asanosatoshi.com/  

衆議院本会議 

（2023.3.30） 

〒317-0071 
茨城県日立市鹿島町 1-11-13  
 
TEL：0294-21-5522  
FAX：0294-21-3014 

国会事務所 
〒100-8981 
東京都千代田区永田町 2-2-1 
衆議院第一議員会館 406 号室 
TEL：03-3508-7231  
FAX：03-3508-3231 

日立事務所 
 

【1】 

国民民主党は「給料が上がる経済」の実現をめざし、賃上げの原資となりうる電気代等の固定費

について、再生可能エネルギー発電促進賦課金（再エネ賦課金）の徴収停止や、予備費を用いた特別

高圧電力とＬＰガス（プロパンガス）の負担軽減を繰り返し提案してきました。こうした取組みを

受けて政府は３月２２日、追加の物価高対策を決定しました。 

この対策の中で政府は、予備費の活用によって「地方創生臨時交付金」を積み増すこととし、各自

治体がＬＰガスや電気使用量の多い法人向けの特別高圧電力の負担軽減策を講じることを可能とし

ました。なお、再エネ賦課金についても、今年５月から１キロワット当たり約２円値下げとなる見

通しであることも発表しました。 

ショッピングモールや工場等、大規模に電力を

利用する事業者については、これまで政府の支

援策はなかったんだ。再エネ賦課金の値下げは

家庭を含む全ての利用者に適用されるよ。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 211回国会における役割 
所属委員会 

▶議院運営委員会      ▶原子力問題調査特別委員会 
▶内閣委員会 
党内での所属調査会 

浅野さとし 略歴 

▶1982年 9月生まれ（40歳）、衆議院議員（2期） 
（株）日立製作所日立研究所研究員 
日立労組研究所支部執行委員 
大畠章宏元衆議院議員秘書 

   
YouTube Facebook Instagram Twitter LINE 

ＳＮＳにて日々、情報発信中！ 浅野さとしの活動をぜひご覧ください！ 
 
 

   

▶エネルギー調査会（会長） ▶国会対策委員会（委員長代理） 
▶税制調査会（事務局長）  ▶政治改革本部（事務局長） 

【2】 

0310 
2023 年 3 月 10 日 内閣委員会で新型インフル特措法及び内閣法改正案について質問しました！ 

次の感染症危機（パンデミック）に向けて 

西村経産大臣 

 

３月６日に、関連する企業・団体からなる原子力サプライ

チェーンプラットフォームを立ち上げ、研究開発や技能実

習、技術、技能の承継をサポートする支援メニューを、全

国４００社の原子力関連企業に展開している。 
浅野議員 

 

 

 

【これまでの経緯と課題意識】 

政府は、ロシアのウクライナ侵略による国際的なエネルギー市場の混乱や、国内の電力需給

ひっ迫に対応するため、再エネの最大限の導入拡大と安全確保を大前提とした原子力の活用／

廃炉を推進するとしています。原子力の推進については、技術・人材・産業基盤の維持強化が

課題となっています。 

原子力サプライチェーンの維持強化について 
衆議院本会議でＧＸ脱炭素電源法について西村経産大臣に質問しました！ 

 

0330 
2023 年 03 月 30 日 

 

 

政府対策本部長（総理）が指示権を行使する前には、都道

府県知事等と意見調整し、都道府県知事がそれぞれ地域の

事情に応じて柔軟に対応できるよう配慮いただきたい。 

感染拡大の初動期は、国と地方の一体的な対応が重要とな

る。政府の一方的な対応を前提にするものではなく、関係

者と連携を密にした国の対応が、全体としての感染対策を

円滑にしていくと考える。 

政府は原子力基本法改正案第二条の三の第１号で、技術や

人材、産業基盤の維持強化を国の基本的施策に挙げている

が、具体的にどのような取組みを行っていくのか。 

【これまでの経緯と課題意識】 

政府は次の感染症危機に向けて、「内閣感染症危機管理統括庁」の設置と、政府対策本部長（総

理）がまん延防止措置や緊急事態宣言の発出前から都道府県へ指示が行えるようにする法改正

を進めています。これまでの新型コロナ感染症対策を踏まえると、感染拡大の初動期には財政

出動を含めて、都道府県知事がそれぞれの事情に沿った対応ができることが必要と考えます。 

浅野議員 

 

 

後藤大臣 

 

 


